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回次
第71期

第２四半期
累計期間

第72期
第２四半期
累計期間

第71期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年９月30日

自　2022年４月１日
至　2022年９月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 （千円） 3,067,967 2,857,430 6,232,914

経常利益 （千円） 226,563 291,554 590,722

四半期（当期）純利益 （千円） 173,786 195,351 404,468

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － －

資本金 （千円） 2,510,000 2,510,000 2,510,000

発行済株式総数 （千株） 1,373 1,373 1,373

純資産額 （千円） 6,183,816 6,377,471 6,373,815

総資産額 （千円） 10,549,692 10,667,980 11,205,791

１株当たり四半期（当期）純

利益
（円） 126.89 148.99 296.07

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 35.00

自己資本比率 （％） 58.6 59.8 56.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,032,334 448,142 1,441,516

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △596,498 △307,259 △948,864

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △679,584 △382,529 △595,836

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 550,963 460,438 693,994

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
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回次
第71期

第２四半期
会計期間

第72期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　2021年７月１日
至　2021年９月30日

自　2022年７月１日
至　2022年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 16.20 80.04

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

        ３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

            ん。

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。

　また、関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態及び経営成績の状況

（財政状態の分析）

　当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ537百万円減少の10,667百万円となりました。これは

主に、原材料及び貯蔵品は282百万円増加しましたが、受取手形及び売掛金が624百万円、現金及び預金が233百万

円それぞれ減少したことによるものです。

　負債につきましては、前事業年度末に比べ541百万円減少の4,290百万円となりました。これは主に、借入金が

319百万円、支払手形及び買掛金が267百万円それぞれ減少したことによるものです。

　また、純資産は前事業年度末に比べ3百万円増加の6,377百万円となり、自己資本比率は59.8％（前事業年度末

56.9％）となりました。

（経営成績の分析）

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない状況ながらも、行

動制限が緩和され、経済活動の正常化に向けた動きが見られました。しかしながら、ウクライナ情勢に起因する資

源・エネルギー価格の急騰や急速な円安進行に加え、世界経済の先行き不安が高まっており、依然、不透明な状況

が続いております。

　このような状況の中で、国内売上高は、機能性用中間物と界面活性剤が増加したものの、主力の農薬用中間物が

微減となる中、医薬用中間物が減少したことにより、2,682百万円と前年同期（2,748百万円）に比べ66百万円

（2.4％）の減収となりました。

　輸出売上高は、医薬用中間物が大幅に減少したことにより、175百万円に留まり、前年同期（319百万円）に比べ

144百万円（45.1％）の減収となりました。

　この結果、総売上高は2,857百万円となり、前年同期（3,067百万円）に比べ210百万円（6.9％）の減収となりま

した。これにより、輸出比率は6.1％（前年同期10.4％）となりました。

　利益につきましては、原燃料価格の上昇、工場稼働率の低下によるコストの上昇等はあったものの、その一部を

製品価格へ転嫁したことや原燃料価格上昇に伴う製造原価の大幅上昇により棚卸資産が増加したことから、営業利

益は243百万円（前年同期 209百万円）となりました。営業外収益で、受取配当金27百万円、サンプル売却益16百

万円等を計上したこともあり、経常利益は291百万円（前年同期 226百万円）、四半期純利益は195百万円（前年同

期 173百万円）となりました。

（キャッシュ・フローの状況）

　当第２四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、棚卸資産は457百万円増加しましたが、

売上債権が624百万円減少し、税引前四半期純利益が284百万円となったこと等により、448百万円の収入（前年同

期 1,032百万円の収入）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の除却による支出148百万円等により、307百万円の支出

（前年同期 596百万円の支出）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金が319百万円減少したことにより、382百万円の支出（前年同期 

679百万円の支出）となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の四半期末残高は460百万円となり、前事業年度末に比べて233百万円減少しま

した。

(2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期累計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題については、重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。
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区分
　生産高（千円）

前年同四半期比（％）
前第２四半期累計期間 当第２四半期累計期間

医薬用中間物 725,044 488,002 △32.7

農薬用中間物 1,361,500 1,446,237 ＋6.2

機能性用中間物 202,066 223,895 ＋10.8

その他用中間物 11,846 1,453 △87.7

界面活性剤 193,144 217,440 ＋12.6

合計 2,493,601 2,377,029 △4.7

　区分
販売高（千円）

前年同四半期比（％）
前第２四半期累計期間 当第２四半期累計期間

医薬用中間物 845,306 593,055 △29.8

農薬用中間物 1,664,795 1,629,858 △2.1

機能性用中間物 318,544 350,904 ＋10.2

その他用中間物 46,378 50,923 ＋9.8

界面活性剤 183,628 229,014 ＋24.7

その他 9,313 3,673 △60.6

合計 3,067,967 2,857,430 △6.9

輸出先
輸出販売高（千円）

　前年同四半期比（％）
前第２四半期累計期間 当第２四半期累計期間

北米 14,908 19,486 ＋30.7

欧州 295,377 148,027 △49.9

アジア他 8,912 7,636 △14.3

合計 319,198 175,150 △45.1

(3）研究開発活動

　当第２四半期累計期間における研究開発費の総額は112百万円です。なお、研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。

(4）生産及び販売の実績

　当第２四半期累計期間における、生産及び販売実績は、下記のとおりであります。

　なお、当社の事業は、有機化学合成に基づく中間物の製造、販売、研究及びサービス等を行う単一セグメントで

あるため、セグメント情報を記載しておりませんので、「生産及び販売の実績」については製品の種類別ごとに記

載しております。

① 生産実績

② 販売実績

　（注）主な輸出先、輸出販売高の増減は、次のとおりであります。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、新たに決定または締結した経営上の重大な契約等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,373,000 1,373,000
東京証券取引所

（スタンダード市場）
単元株式数 100株

計 1,373,000 1,373,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

2022年７月１日～

2022年９月30日
－ 1,373,000 － 2,510,000 － 2,016,543

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 64 4.91

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 58 4.50

株式会社紀陽銀行

（常任代理人　日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社）

和歌山県和歌山市本町１丁目35番地

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
55 4.24

株式会社ＳＢＩネオトレード証券
東京都港区六本木１丁目６－１　泉ガーデン

タワー29階
43 3.31

ＧＭＯクリック証券株式会社 東京都渋谷区道玄坂１丁目２番３号 43 3.31

菅井　博 兵庫県芦屋市 40 3.09

三木産業株式会社 徳島県板野郡松茂町中喜来字中須20 35 2.73

株式会社マナック・ケミカル・パー

トナーズ
東京都中央区日本橋３丁目８番４号 34 2.60

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
33 2.57

住友生命保険相互会社

（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行）

東京都中央区築地７丁目18-24

（東京都中央区晴海１丁目８-12）
28 2.18

株式会社キワ 和歌山県和歌山市東蔵前丁４ 25 1.91

計 － 462 35.37

（５）【大株主の状況】

（注）当社は自己株式66千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合4.84％）を保有しておりますが、当該自己株式

       には議決権がないため、上記の「大株主の状況」から除外しております。
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2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数 100株
普通株式 66,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,301,700 13,017 同上

単元未満株式 普通株式 4,900 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 1,373,000 － －

総株主の議決権 － 13,017 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2022年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

スガイ化学工業株式会社
和歌山県和歌山市宇須

四丁目４番６号

66,400 － 66,400 4.84

計 － 66,400 － 66,400 4.84

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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①　資産基準 0.5％

②　売上高基準 0.5％

③　利益基準 4.3％

④　利益剰余金基準 1.2％

第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2022年７月１日から2022年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３　四半期連結財務諸表について

　「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。
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（単位：千円）

前事業年度
(2022年３月31日)

当第２四半期会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 693,994 460,438

受取手形及び売掛金 2,206,563 1,582,173

商品及び製品 1,319,783 1,411,168

仕掛品 200,189 283,706

原材料及び貯蔵品 724,698 1,007,152

その他 110,934 27,351

貸倒引当金 △6,636 △4,771

流動資産合計 5,249,528 4,767,219

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 633,947 680,833

機械及び装置（純額） 1,357,820 1,320,364

土地 1,328,624 1,328,624

その他（純額） 573,221 589,228

有形固定資産合計 3,893,613 3,919,050

無形固定資産 5,817 5,817

投資その他の資産

投資有価証券 1,982,385 1,899,680

関係会社株式 3,819 3,819

その他 84,789 86,555

貸倒引当金 △14,162 △14,162

投資その他の資産合計 2,056,831 1,975,892

固定資産合計 5,956,263 5,900,761

資産合計 11,205,791 10,667,980

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,009,243 741,566

短期借入金 1,000,000 700,000

１年内返済予定の長期借入金 439,952 474,956

未払法人税等 19,775 75,492

未払費用 461,101 344,441

賞与引当金 92,774 96,419

その他 246,995 371,364

流動負債合計 3,269,841 2,804,240

固定負債

長期借入金 941,877 886,897

退職給付引当金 390,772 399,006

その他 229,484 200,364

固定負債合計 1,562,134 1,486,268

負債合計 4,831,976 4,290,509

１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度
(2022年３月31日)

当第２四半期会計期間
(2022年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,510,000 2,510,000

資本剰余金 2,016,543 2,016,543

利益剰余金 1,237,759 1,386,565

自己株式 △66,575 △105,403

株主資本合計 5,697,726 5,807,704

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 677,738 580,260

繰延ヘッジ損益 △1,649 △10,493

評価・換算差額等合計 676,088 569,766

純資産合計 6,373,815 6,377,471

負債純資産合計 11,205,791 10,667,980
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

売上高 3,067,967 2,857,430

売上原価 2,462,390 2,209,279

売上総利益 605,576 648,150

販売費及び一般管理費

発送運賃 17,998 12,357

従業員給料及び手当 139,521 146,647

賞与引当金繰入額 26,884 29,658

退職給付費用 9,403 8,992

その他 202,277 206,633

販売費及び一般管理費合計 396,085 404,289

営業利益 209,491 243,861

営業外収益

受取利息 30 1

受取配当金 23,607 27,708

為替差益 3,033 18,793

保険解約返戻金 8,159 －

サンプル売却益 2,330 16,498

その他 1,167 4,450

営業外収益合計 38,328 67,453

営業外費用

支払利息 6,555 5,688

休止固定資産維持費用 8,404 8,362

その他 6,295 5,710

営業外費用合計 21,256 19,761

経常利益 226,563 291,554

特別損失

固定資産除却損 18,448 7,089

特別損失合計 18,448 7,089

税引前四半期純利益 208,115 284,464

法人税、住民税及び事業税 26,930 58,418

法人税等調整額 7,398 30,694

法人税等合計 34,329 89,113

四半期純利益 173,786 195,351

(2)【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 208,115 284,464

減価償却費 223,493 225,060

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,923 △1,864

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,981 3,645

退職給付引当金の増減額（△は減少） △19,549 8,234

受取利息及び受取配当金 △23,637 △27,710

支払利息 6,555 5,688

為替差損益（△は益） △3,033 △8,091

固定資産除却損 18,448 7,089

売上債権の増減額（△は増加） 632,932 624,389

棚卸資産の増減額（△は増加） 161,512 △457,355

仕入債務の増減額（△は減少） △24,140 △267,676

その他 △41,602 △3,572

小計 1,140,151 392,302

利息及び配当金の受取額 23,615 27,688

利息の支払額 △6,870 △5,744

法人税等の還付額 － 41,858

法人税等の支払額 △124,562 △7,962

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,032,334 448,142

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △552,696 △98,488

有形固定資産の除却による支出 △69,629 △148,419

投資有価証券の取得による支出 － △54,287

その他 25,827 △6,064

投資活動によるキャッシュ・フロー △596,498 △307,259

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △600,000 △300,000

長期借入れによる収入 200,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △223,576 △219,976

配当金の支払額 △40,856 △46,529

その他 △15,152 △16,024

財務活動によるキャッシュ・フロー △679,584 △382,529

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,638 8,091

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △240,110 △233,555

現金及び現金同等物の期首残高 791,074 693,994

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 550,963 ※ 460,438

(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】

- 12 -



前第２四半期累計期間
（自  2021年４月１日

至  2021年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自  2022年４月１日

至  2022年９月30日）

現金及び預金勘定 550,963千円 460,438千円

現金及び現金同等物 550,963 460,438

【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりで

あります。

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月23日
定時株主総会

普通株式 41,088 30 2021年３月31日 2021年６月24日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月22日
定時株主総会

普通株式 46,545 35 2022年３月31日 2022年６月23日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

配当金支払額

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

配当金支払額

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第２四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自　2022年４

月１日　至　2022年９月30日）

　当社の事業は、有機化学合成に基づく中間物の製造、販売、研究及びサービス等を行う単一セグメントである

ため、記載を省略しております。

前第２四半期累計期間

(自  2021年４月１日

  至  2021年９月30日)

当第２四半期累計期間

(自  2022年４月１日

  至  2022年９月30日)

医薬用中間物 845,306 593,055

農薬用中間物 1,664,795 1,629,858

機能性用中間物 318,544 350,904

その他用中間物 46,378 50,923

界面活性剤 183,628 229,014

その他 9,313 3,673

顧客との契約から生じる収益 3,067,967 2,857,430

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 3,067,967 2,857,430

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

                                                                                （単位：千円）
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前第２四半期累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年９月30日)

１株当たり四半期純利益 (円) 126.89 148.99

（算定上の基礎）

四半期純利益 (千円) 173,786 195,351

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る四半期純利益 (千円) 173,786 195,351

普通株式の期中平均株式数 (千株) 1,369 1,311

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年11月10日

スガイ化学工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 神　田　　正　史

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三　井　　孝　晃

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスガイ化学工業

株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第72期事業年度の第２四半期会計期間（2022年７月１日から2022年

９月30日まで）及び第２四半期累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、スガイ化学工業株式会社の2022年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。



（注）１　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュ

ー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠

していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上




